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稚内地域実験研究ネットワークプロジェクト
の経過と成果
Progress of Wakkanai Experimental Community
Network Project

滝澤　修　 金山典世
TAKIZAWA Osamu and KANAYAMA Noriyo

要旨
通信総合研究所（現情報通信研究機構）と稚内北星学園大学は共同で、北海道稚内市において、無線装

置を用いた地域情報通信ネットワークを構築する実験を進めてきた。実験を通じて、過酷な気象条件下

にある広域過疎地域における無線ネットワーク構築の技術的課題を明らかにし、ブロードバンドを生か

したアプリケーションを開発する基盤を構築することを目指してきた。本論文は、2004年3月をもって

共同研究を満期終了した同プロジェクトの5年間の経過と、得られた成果について述べる。

Since 1999, CRL and Wakkanai Hokuseigakuen College have conducted a research proj-
ect on implementation of wireless community network in Wakkanai, the northernmost city of
Japan. The city is suitable for experimental field of wireless self-supporting network
because of sparse population. However weather condition, i.e. high wind and heavy snow, is
hard for wireless network. This paper introduces 5 years detailed progress of the project.

［キーワード］
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1 まえがき

稚内地域実験研究ネットワークプロジェクト

は、日本最北端の地である北海道稚内市におい

て1999年に開始された共同研究プロジェクトで

ある。同プロジェクトは、小電力データ通信シ

ステム（以下、「無線LAN」という。）やレーザ光

空間通信システムなど、ユーザ免許が不要な無

線装置によって地域情報通信ネットワークを構

築することに伴う技術的課題を研究し、広域過

疎地域においてブロードバンドを生かしたアプ

リケーションを開発する基盤を作ることを目的

として推進されてきた。本論文では、同プロジ

ェクトの5年間の経過と、得られた成果について

述べる。本論文の構成は以下のとおりである。2

において同プロジェクトの開始の経緯、3におい

て同プロジェクトの目的、4において5年間の経

過、5において実験ネットワークの構成、6にお

いてプロジェクトの成果、7において残された課

題について述べる。

2 プロジェクト開始の経緯

稚内北星学園大学（以下、「稚内北星」という。）

は、情報メディア学部情報メディア学科のみの

単科大学で、1987年に短期大学として開学した

当初から、UNIXシステム管理者教育をはじめと

する情報処理教育に力を入れていた。1995年ご

ろから、稚内市内の道立2高校（北海道稚内高等

学校及び北海道稚内商工高等学校）との間を無線

LANでネットワーク接続するなど、非常に早い

時期から無線LANを地域ネットワークへ応用す
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る可能性に着目し、独自の工夫なども行ってい

た［1］。

一方、通信総合研究所（以下、「CRL」という。

現 情報通信研究機構）は、稚内市の市街地にある

稚内電波観測所の活用策を模索する中で、遠隔

地からでも研究の推進が可能なテーマとして、

ネットワーク構築に関する研究に着目した。当

時、CRL企画部情報化推進室に所属していた筆

者の一人（滝澤）の発案により、稚内北星とCRL

とが「広域過疎かつ過酷な自然環境下における

無線リンクを主体とした、実フィールドにおけ

るネットワーク構築に関する研究」のテーマで、

共同研究契約を締結することになった。1999年

10月14日には、CRLの所長が稚内市を訪問し、

「情報メディアの未来」と題する市民向けの講演

を行った（図1）。そして、稚内電波観測所などに

共同研究のための機材の整備を開始した。

3 プロジェクトの目的

無線LANは、ISMバンド（2.4GHz帯）の電波を

主に用い、半径数10m程度以内のローカルエリ

アのパソコンをネットワークインフラに接続す

る用途に主に用いられているが、技術基準適合

証明を受けた外部アンテナを取り付けられる無

線LAN装置を用いると、数km離れたアクセス

ポイント間の通信が可能になる。また、レーザ

光空間通信装置を使うと、1km程度ならばIEEE

802. 11b規格の無線LAN（11Mbps）と比較して十

数倍のレートで通信が可能である。これらの装

置はユーザ免許が不要で、誰でも設置でき、直

ちに使用できる。

高速通信を行うインフラを構築するためには、

光ファイバーケーブルを敷設するのが一般的で

あるが、新たに敷設するためには、電柱を設置

する費用や土地の借料など、距離に応じて大き

な設置コスト及び運用コストがかかる。また

ADSLは電話局からの距離が遠いと性能を発揮で

きない。そのため、広域過疎地域において高速

通信インフラを構築するためには、無線LANや

レーザ光空間通信などの無線装置を用いて中継

していくことがコスト的に有利と考えられる。

そのため、通信・放送機構（TAO、現 情報通信

研究機構）によるマルチメディアパイロットタウ

ンモデル農村展開事業など（例えば［2］）、無線装

置を用いた地域ネットワーク構築の試みが全国

各地で進められている。

稚内市は、気象条件としては寒冷降雪地帯で

あるのみならず、宗谷海峡に面していることに

よる我が国有数の強風地帯であり、自然環境は

過酷である。2.4GHzもしくはレーザという高い

周波数を使う無線ネットワークにおいて、寒冷、

降雪、強風がアンテナや電波状態に与える影響

は無視できないと考えられる。そこで、同プロ

ジェクトでは、このような過酷な自然環境下に

おける無線ネットワークの実用性を検証するこ

とを目的の一つとした。我が国の広域過疎地域

は、北海道、東北、北陸地方など積雪量の多い

地域と広く重なっており、同プロジェクトの検

証結果は、全国の地域ネットの高速化を推進す

る上で参考になるものと考えた。

同プロジェクトの推進方法としては、まず、

市内の複数機関を無線装置でネットワーク接続

し、「稚内地域実験研究ネットワーク」（以下、「実

験ネット*」という。）を構築することを第1フェ

ーズとした。そして、構築された実験ネットの

上でアプリケーション開発などを行うことを第2

フェーズと位置付けた。実験ネットの接続機関

としては、公共目的にかない、かつアプリケー

ション開発のテストベッドとしての活用を考え

て、稚内市内の中学校及び高等学校を対象とす

ることにした。

稚内地域実験研究ネットワークは、共同研究

期間終了までに図2のとおり整備された。稚内北

星を主たるハブ局とし、三つの高等学校、五つ
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図1 CRL の飯田尚志所長（当時）による講演
（1999年10月14日、稚内北星）

* 同プロジェクト関係者の間では、「広域」「過疎」「過酷な自然環境」をもじって、「3Kネット」と俗称されていた。
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の中学校及び稚内電波観測施設（2003年6月に稚

内電波観測所が無人化）が接続されている。

同プロジェクトが目指したのは、単なるコミ

ュニティネットワークの構築ではない。IPv6な

ど次世代のIT技術への対応を考慮し、無線ネッ

トの宿命である不意な経路変更に動的に対応で

きる設計にすることを目指すなど、先進的かつ

実践的な実験研究を目指した。また接続校には、

与えられたコミュニティネットワークを使うだ

けの受身の意識ではなく、ネットワークの構築

段階から積極的にかかわって実験研究に参加し

ているという意識を持てるように配慮した。そ

のために、5で述べるように、稚内北星が、接続

校の教師に対してネットワーク管理者教育を行

った。このような地域ネット構築の取組は、初

等中等教育の現場におけるITに関するスキルの

向上に大きく寄与するものであるので、筆者の

一人（滝澤）が分担執筆した高等学校の新教科「情

報」の教員養成課程用教科書［3］において、同プロ

ジェクトを紹介している。

4 プロジェクトの経過

4.1 2000年の経過

4.1.1 稚内北星側の体制強化

共同研究が始まった直後の2000年4月に、稚

内北星は4年制大学となり、同プロジェクトに参

加する学生の専門能力が向上することとなった。

4.1.2 新規接続

2000年6月29日に、北海道教育庁宗谷教育局

が、稚内高校と稚内商工高校の道立2高校を、同

プロジェクトの研究協力校に指定し、それまで

稚内北星による独自の取組として1995年から無

線LAN接続されていた両高校の、同プロジェク

トにおける立場を明確にした。また、稚内市教

育委員会の協力も得られることになり、市内の

市立中学校を接続する目途がついた。

以上の準備を受けて、稚内電波観測所及び市

内の各中学校を、無線LANにより順次接続して

いった。

盧稚内電波観測所～稚内北星

稚内電波観測所は窪地にあり、稚内北星から
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図2 稚内地域実験研究ネットワーク　接続図（2004年3月現在）
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は直接見通すことができない。両機関の間に私

立の稚内大谷高校があり、同校の雨天練習場の

屋根で中継すれば通信が可能であることが分か

ったので、同校に協力をお願いし、中継アンテ

ナを設置し、稚内電波観測所と稚内北星とを接

続した。図3に、稚内大谷高校の雨天練習場に設

置した中継アンテナを示す。稚内電波観測所か

ら稚内大谷高校（雨天練習場）までの距離は約

640m、稚内大谷高校から稚内北星までは約

2.9kmである。アンテナはいずれも八木アンテナ

を用い、稚内電波観測所側のアンテナは屋内（庁

舎2階の窓際）に設置した。稚内大谷高校に向け

て稚内北星の屋外に設置した八木アンテナを図4

に示す。この時点で稚内大谷高校には、中継機

器を設置しただけであり、同校の校舎内にネッ

トワークは引き込まなかった。また、CRLのセ

キュリティポリシーとの兼ね合いから、実験ネ

ットとCRLの所内LANとは接続しなかった。

実験ネットが稚内電波観測所に到達したこと

により、同観測所内に専用のWebサーバを立ち

上げ、同プロジェクトを総合的に紹介するポー

タルサイト（http://www.crl.wakkanai.ne.jp/）の

公開を、2001年3月に開始した。

盪稚内東中学校～稚内商工高校

稚内北星からの無線ネットワークが既に到達

していた稚内商工高校から、約300m離れた稚内

東中学校まで、無線LANで接続した。稚内商工

高校側は同校の展望室内にアンテナを置き、稚

内東中学校側は教室内に窓越しに平面アンテナ

を設置した。稚内商工高校に向けて稚内東中学

校に設置したアンテナを図5に示す。

蘯稚内南中学校～稚内高校

稚内南中学校は、稚内電波観測所のすぐ裏手

に位置しているため、距離的には稚内電波観測

所から無線LAN接続するのが望ましかったが、

ネットワーク管理上の利便性を考え、稚内北星

からの無線ネットワークが既に到達していた稚

内高校から接続することにした。稚内南中学校

側のアンテナは、教室内に窓越しに設置した平

面アンテナを用いた。

盻潮見が丘中学校～稚内北星

潮見が丘中学校は、稚内北星の敷地に隣接し

ており、両校間に第三者の所有地が介在してい

なかったため、無線通信装置の購入設置費用よ

りも安価に済むという試算に基づき、両校間に

電柱を立てて直接、光ファイバケーブルを架設

情報通信研究機構季報Vol.50 Nos.1/2 2004

図4 稚内大谷高校に向けて屋外に設置した無線
LAN八木アンテナ（稚内北星）

図3 稚内大谷高校の雨天練習場に設置した中継
アンテナ
左側が稚内北星向け、右側が稚内電波観測
所向け

図5 稚内商工高校に向けて屋内に設置した無線
LAN平面アンテナ（稚内東中学校）
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し、100Mbpsの速度で接続した。両校間に架設

されたケーブルを図6に示す。

なお、この時期、接続機関の間の各種調整の

ため、稚内電波観測所長、稚内北星、稚内市役

所（企画調整部）、稚内市教育委員会、接続校の

学校長らで構成する「地域ネットワーク連絡協議

会」を設け、2000年8月22日、2000年12月18日、

2001年3月21日の3回、会合を行った。

接続機関の増加により、稚内高校と稚内商工

高校はハブ局の役割を果たすようになっていっ

たため、稚内北星との間の回線の増強が必要に

なった。そこで、稚内北星が1995年ごろに設置

した無線LAN装置（1.5Mbps）に代えて、稚内北

星～稚内高校及び稚内北星～稚内商工高校のそ

れぞれの間を、レーザ光空間通信装置で接続し

た。図7及び図8に、稚内北星に設置したレーザ

光空間通信装置を示す。写真中のディスプレイ

は、レーザビーム調整用のモニターである。

4.1.3 公開運用

2000年6月に、全道高校バスケットボール選手

権大会が、稚内商工高校などを会場として開催

された。本実験ネットのデモンストレーション

として、試合の模様をインターネットにライブ

中継した。その実績は、地元の新聞でも紹介さ

れた［4］。

4.2 2001年の経過

4.2.1 情報発信の開始

実験ネットの運用が軌道に乗ってきたことを

受けて、2001年3月に、稚内東中学校及び潮見が

丘中学校が実験ネットを利用して、相次いで

Webサイトを開設し、インターネット上に学校

紹介の情報発信を開始した。その取組は地元の

新聞でも紹介された［5］。

4.2.2 CRL側の体制を明確化

2001年4月にCRLが独立行政法人化され、電

波観測所が組織上は廃止されたことから、共同

研究のCRL側の担当部署を、情報通信部門非常

時通信グループに移し、推進体制を明確にした。

また、稚内電波観測所が無人化される予定の

2003年3月末を実験終了の時期とし、その後1年

間のフォローアップ期間を経て、満5年となる

2004年3月に共同研究を終了するというスケジュ

ールを明確にした。

4.2.3 気象データとの相関観測を実施

寒冷、降雪、強風環境下における無線ネット

ワークの実用性を検証するために、気象状況と

回線状況との相関を調べることが重要である。

図6 稚内北星（中央）と潮見が丘中学校（写真左
枠外）の間に架設した、光ファイバケーブル

図8 稚内商工高校向けレーザ光空間通信装置
（稚内北星）

図7 稚内高校向けレーザ光空間通信装置（稚内
北星）
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そこで、稚内地方気象台の気象情報との相関観

測を実施するために、2001年11月からメテオi-

NETサービスの利用を開始した。メテオi-NET

サービスは、財団法人気象業務支援センターに

設置されているシステムにインターネット経由

でアクセスし、地上気象観測データやアメダス

観測データなどを準リアルタイムにダウンロー

ドできるものである。相関観測の成果について

は、6.2.1で詳述する。

4.2.4 稚内中学校を新規接続

2001年8月に、稚内中学校を無線LANにより

稚内高校から新たに接続した。稚内中学校は実

験ネット接続機関で唯一、稚内市の中央地区に

位置する学校であり、稚内高校からは見通し外

のため、稚内市役所及び市立図書館に中継装置

を設置した。市役所及び図書館には中継装置を

設置しただけであり、それぞれの施設内にネッ

トワークは引き込まなかった。

4.2.5 プロジェクトのアピールと評価

無線装置を使って草の根的に地域ネットワー

クを構築する同プロジェクトに対して、このこ

ろから世間の注目が集まるようになり、地元の

テレビニュースなどで紹介される機会が増えて

きた［6］［7］。また、稚内北星が、本実験ネットの

構築に関する功績で、平成13年度情報通信月

間・北海道テレコム懇談会長表彰を受けた。

4.3 2002年の経過

4.3.1 稚内大谷高校を新規接続

2002年3月に、稚内電波観測所～稚内北星間の

接続のために稚内大谷高校の雨天練習場に設置

してあった中継装置から枝分かれさせて、約

100m離れた同校の校舎との間を無線LANによ

り接続し、同校を実験ネットの接続機関に加え

た。

4.3.2 地吹雪対策

2001年秋より始めた気象データとの相関観測

の結果、レーザ光空間通信装置により特に長距

離の接続をしている稚内北星～稚内高校の間

（1.9km）が、地吹雪等により通信断になる頻度が

高いことが分かった。そのため2002年3月に、

稚内北星、稚内高、商工高の3校の接続を、レー

ザ光空間通信装置及び無線LANにより、トライ

アングル状に二重化し、地吹雪時には、OSPFを

利用しダイナミックにルートを迂回させる方法

を取った。図9に、稚内高校に設置した、レーザ

光空間通信装置2機（稚内北星及び稚内商工高校

向け）と、バックアップ回線用の無線LANアン

テナ2本を示す。詳細については、6.2で述べる。

4.3.3 共同研究ワークショップの開催

2002年7月2日から4日まで、CRLと稚内北星

の関係者による「共同研究ワークショップ」を、

稚内北星において開催した（図10）。CRLからは、

情報通信部門非常時通信グループ、企画部、稚

内電波観測所の関係者ら8名が参加した。稚内北

星の学生らによる研究成果の発表及び討論のほ

か、各接続機関の視察、稚内市企画調整部との

意見交換などを行った。

なお、ワークショップ開催直前の6月29日に、

稚内市中心部で23棟が全焼する大火が発生した

情報通信研究機構季報Vol.50 Nos.1/2 2004

図9 稚内高校に設置した、レーザ光空間通信装
置2機（稚内北星及び稚内商工高校向け）
と、バックアップ回線用の無線LANアン
テナ2本

図10 共同研究ワークショップ
（2002年7月2～4日、稚内北星）



ため、現場の視察も行った。

4.3.4 CRL施設一般公開における同プロジェ

クトの紹介

2002年8月2日と3日の両日に、CRLの本所

（東京都小金井市）において開催された施設一般

公開において、同プロジェクトの取組を紹介す

る展示を出展した。無線LANを使った長距離通

信への関心を引いた（図11）。

4.4 2003年の経過

4.4.1 情報通信シンポジウムinわっかない

2003年5月15日に、北海道総合通信局、情報

通信月間推進協議会、北海道テレコム懇談会、

稚内市の共催によるシンポジウム「情報通信シン

ポジウムinわっかない」が開催された。筆者の一

人（金山）がパネラーとして登壇し、同プロジェ

クトの取組を紹介した。翌16日には、潮見ヶ丘

中学校と稚内中学校の間でビデオ会議の実験を

行った。ただし、6.2.2で後述するPCルータの

カーネルとマルチキャスト実装の不具合のため

に、やむなくDVMRPでのトンネルにより実施

した。

4.4.2 宗谷中学校の新規接続

2002年春に小電力データ通信システムの規制

が緩和され、空中線利得を12.14dBiまで上げるこ

とが可能になった［8］。その結果、公称16kmの製

品がユーザ免許不要で使えるようになった。そ

こで、2003年7月に宗谷中学校～稚内商工高校の

間約17kmの直接接続を試みた（図12）。ノシャッ

プ岬側にある稚内市街地から、宗谷岬側にある

宗谷中学校まで、宗谷湾の海上をまたいで接続

し、問題なく開通した。宗谷中学校は、宗谷岬

の手前にある日本最北端の中学校であり、同校

が位置する地域の通信インフラは2003年の時点

では一般向けには64kbpsのISDNサービスまで

しか商用化されておらず、この接続により、動

画像の伝送が可能な通信レートで日本最北端が

常時接続されたことになる。そこで、同校の展

望室に設置したネットワークカメラによるライ

ブ動画像を、インターネットに常時公開した（図

13）。これらの取組は業界紙で報道された［9］。

2003年8月1日と2日のCRL施設一般公開に際

して、CRL本所からインターネットを経由して、

宗谷中学校のネットワークカメラを操作しても

らう展示を行い、来場者の好評を博した（図14）。

宗谷中学校の接続をもって、第1フェーズであ

る実験ネットの構築は完了した。
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図11 施設一般公開における展示
（2002年8月2、3日、CRL本所）

図12 宗谷中学校に設置した長距離無線LANパ
ラボラアンテナ

図13 宗谷中学校展望室に設置したネットワー
クカメラの動画像
（画面右端上に見えるのが宗谷岬）
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5 実験ネットの構成

稚内地域実験研究ネットワークの各接続機関

（ノード）は、稚内北星（wakhok.ac.jp）の学内

LANのサブドメインという位置付けになってい

る。ただし、2001年5月にダブルドメイン化を行

い、インターネット側には、XXX.wakkanai.ne.jp

という独自ドメインのネットワークとして見せ

ている（XXXはノードごとに異なるサブドメイ

ン名）。各ノードは、稚内北星のファイアウォー

ルの内側に位置することになるが、各ノードの

Webサーバだけポートフォワーディングによっ

て外部ネットから見えるように設定されている。

各ノードはグローバルアドレスに対する稚内北

星のポリシーを適用された後に到達するように

なっている。筆者の一人（金山）は稚内北星のネ

ットワーク管理者でもあるので、稚内北星の外

側に実験ネットを出し、稚内北星と同等に実験

ネットを扱うように設計することも可能であっ

たが、各ノードが独自に管理が可能になるまで

過渡的には内部に収容する措置が必要であると

判断したためであった。そして、より多くのサ

ービスを各ノードが要求する場合には、柔軟に

対応しているのが実態である。

ノードごとに別のサブドメインを切り、稚内

高校と稚内商工高校の2校はハブ局として、数台

のパソコン（PC）によりネットワークが構成され

ている。それ以外の機関（中学校、稚内電波観測

施設）は末端のノードとして1台のPC上にネッ

トワークサーバ機能が構築されており、グロー

バルIPアドレスは最低/28が1個だけアサインさ

れている。同時に、ルーティング的には、実験

ネット自体はプライベートアドレスで構成され、

稚内北星内部のプライベートアドレスと整合性

を持つように設計を行っている（稚内北星のプラ

イベートアドレスは10.0.0.0/8 で構成されている

が、実験ネットには 10.17.0.0/16 を割り当ててい

る）。このような設計により、将来的に実験ネッ

トの接続各ノードと稚内北星を同等に扱うよう

にネットワーク変更することは非常に簡単にで

きるようになっている。また、同時に、稚内に

おいてBフレッツが利用できるようになった場

合には、稚内北星側と各ノードをBフレッツを

用いてVPN（Virtual Private Network）にて接続

することもでき、これらの無線ネットワークとB

フレッツを経路制御することも容易になってい

る。ともあれ、現状では稚内北星内部のルーテ

ィングの先に実験ネットのゲートウェイPCが位

置するようになっている。したがって、インタ

ーネット側から見ると、稚内北星の学内LANに

あるファイアウォールの内側に、接続機関ごと

のポリシーに基づく独自のファイアウォールが

立っているという二重壁構造になっている。

図15に、稚内北星のネットワーク構成のうち、

実験ネットに関係する部分を抜き出して示す。

実験ネット内部のルーティングにはすべて一

般的なPCを用い、OSはFreeBSDを利用してい

る。もちろん、専用ルータなどを利用すること

も考えられたが、新しいルーティング手法やマ

ルチキャストルーティングなどの実験を行うこ

とも考慮に入れた上で、より柔軟性の高いPCに
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図14 施設一般公開における展示（2003年8月1、2日、CRL本所）



よるルーティングを選択している。幸い、実験

ネットで扱う分岐はPCの能力で扱える程度であ

る。とは言え、実際の敷設などの関係から低帯

域の無線LANなどはハブ局内部の同一の有線に

て扱い、VLANを用いることにより、物理的に

は同居しつつも、論理的には異なるネットとし

て扱うなどの工夫を行っている。このために、

ハブ局となった稚内高校、稚内商工高校には、

VLANを扱えるL2スイッチとルーティング専用

のPCを配備し、PC自身がVLANタグを扱うよ

うになっている。ハブ局の一つである稚内高校

のネットワークを図16に示す。

実験ネットにおいては、稚内高校・商工高

校・稚内北星がハブ局でありながら、後述する

ように光レーザなどに頼っている関係上、この

リンクをいかに保持するかが現実的な問題とな

っていた。これに対する解決として、無線LAN

及び他校との冗長接続を採用し、そのためにこ

の3校の間には6.2.2で述べるように二重にラ

インが張られている。ちなみに、それぞれの校

舎内部における取り回しなどの関係で、集線方

法やVLAN中継などにおいて細部の違いはある

が、論理的には商工高校も同じ構成になってお

り、商工高校は17km遠方の宗谷中と近距離の稚

内東中に無線接続している点のみが異なってい

る。

各ノードの基本的な設計はすべて同一であり、

特に中学校においてはファイアウォール・NAT

ボックス・メールサーバ・Webサーバ・DHCP

サーバがすべて同一のPCによってまかなわれて

いる。これらのサーバの管理については、理念

的には各ノードの管理責任としているが、現実

的には稚内北星側で管理業務を代行している。

実際、稚内高校・商工高校などは、同プロジェ

クトの開始以前から稚内北星との共同接続実験

を行ってきたために、当初は稚内北星側で管理

を代行していたが、現在では実際の管理は高校

側で担当をしている。当然、そこに至るまでに

は管理者教育まで含めた援助を稚内北星側で行

ってきており、機器的にも当初においては上記

の中学校等と同じような構成から徐々に充実が

図られ、機能の分散が行われてきたという経緯

がある。こうした経験から、各中学校において

も同じ措置を取っている訳であり、一部中学校

ではある程度の管理は自主的に行えるようにな

りつつある。そういう意味では、実験ネットの

今一つの意義は、ネットワークの設備的側面も

さることながら、人的側面において各組織内部

の成長を促してきた点にあると言えるだろう。

翻って、各ノードの設計におけるもう一つの特

徴は、上記のサーバを常に職員室や校長室など

に設置し、各ノードの内部ネットを収容した点

にある。先の2高校などでは時期的にサーバの設

置から、内部ネットの充実へと内側に向かって

成長をしたが、中学校などにおいては既にパソ

コン教室や職員室内ネットが敷設され、外部へ

の接続は不十分であったり、内部ネットの構成

もまちまちであったりしたが、まがりなりにも

既存のネットが存在をしていた。こうした内部

ネットに対して、実験ネットでの計画が外部的

に存在するのではなく、内部的集約となるよう

にすべてのノードにおいて実現を図った点、あ

るいはそれが可能であった点に成功の一つの要

因があると考えられる。もちろん、これは計画

に対して市教育委員会の全面的な協力が得られ

たことも幸いしている。ともあれ、以上のよう

にして、各中学校ノードの設計は図17のように

なっている。

なお、最も遠方にある宗谷中に関しては、実
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図15 稚内北星・実験ネット　接続図

図16 稚内高校の内部ネットワーク
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験ネットの接続前に既にISDNによる接続を行っ

ていたこと及び無線リンクの安定性が不明であ

ったことから、無線リンクがダウンした場合に

はフレッツISDNによる接続に自動的に変更され

るようにファイアウォール上で設定を行ってい

る。

6 成果

6.1 類似した地域ネットワークとの比較

6.1.1 上福岡市無線LAN実験

KDD研究所（現KDDI研究所）が中心となって、

埼玉県上福岡市で1999年12月から7月まで実験

が行われた。この実験には、学校11校が参加し、

他に個人が十数名参加したとされている。この

実験ではマルチキャスト放送などについても行

っているが、中心部の鉄塔に無線機器を設置す

るという形態から実際にはブロードキャストで

の実験と言ってもよく、その点では複数のルー

ティングが関与していた訳ではなかった。また、

実験は上記の鉄塔と通信可能な範囲に限られて

いたために、半径約3kmの円内に限定された。

6.1.2 徳島県鷲敷町自治体ネットワーク

四国電気通信監理局（現四国総合通信局）が主

催する「自治体ネットワーク用小規模無線システ

ムに関する調査研究会」による実用化実験で、比

較的早く行われ、言わば草分け的実験と言える。

機器はROOT INC. が開発したが、最も初期にお

いてはNetBSDで開発され、現在は専用機器化し

ている（中身は依然NetBSDの模様）。このために、

無線上でルーティングができる点に特徴がある。

一方、専用機器のために、様々なルーティング

アルゴリズムの比較や、マルチキャストルーテ

ィングなどの導入に困難があるが、専用機器と

してはこなれているために、全国に導入例が多

数ある（北海道大成町、青森市、松山市など）。

本実験でも稚内商工高～宗谷中の接続に利用し

ている。

6.1.3 前橋市教育情報ネットワーク

先進的教育用ネットワークモデル地域事業（当

時の文部省・郵政省）に基づくサービスとして

1999年から行われ、小中高20校、児童センター

を 1.5Mbps 無線で結び、小学校 12校他 1を

0.5Mbps 無線で結び、現在も小中学校を中心に

30組織程度が維持されている。特に、そのネッ

トワーク設計やサポートの重要な部分が「インタ

ーネットつなぎ隊」というボランティアベースで

支えられている点に特徴がある。本実験の形態

と似ている点が多いが、研究的にはあくまでも

教育がメインになっている。

6.1.4 先進的教育用ネットワークモデル地域

事業

先の前橋市はそのスタートにおいて、表記の

文部省・郵政省のモデル事業で具体化されてい

るが、この事業で独自ネットワークを構築した

例として、静岡市, 浜松市, 世田谷区などが挙げ

られ、これらの例ではいずれも10～20校をレー

ザで接続（物理速度は155Mbps）された。他の例

では、衛星通信を利用した場合などもあり、30

のモデルは地域によって手法は異なっている。

6.1.5 鳴門教育大

独自に地元2中学校をレーザで接続（100Mbps）

しているが、研究目的などの詳細は不明である。

6.2 レーザ及び無線LANネットワークに関

する実験と考察

6.2.1 気象と接続率

レーザでの接続は降雪などに影響されること

が当初から予測されていた。実際、設置当初の

春にマルチキャスト実験を行った際には、濃霧

の影響で一時不能になったために、降雪問題は

懸念の対象であった。図18は、2001年の2月28

日から3月21日までの一日の接続率をプロット

したものである。ここで、接続率は一分間に5個

64byte ICMPパケットを送り、送出パケットに

対するリプライパケットの割合と定義している。

ここで見られるように、3月4日と3月7日が顕

著に接続が落ちている。

この両日の天候状態と接続率を時間軸上にプ

ロットしたものが図19、20である。天候状態に
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図17 中学校内部ネットワーク



ついては、稚内地方気象台にて観測されたデー

タのうち、風速、視程、降雪量についてプロッ

トを行ったが、残念ながら稚内地方気象台は稚

内市役所の近くにあり、接続率の観測地点から

は4km前後離れた所にある（図2）。また、風速は

この地方では吹雪の状態、すなわち視界に多大

な影響を与える。なぜならば、地表温度がマイ

ナス十度前後であるために、冬の初めや春先を

除き、降雪はほとんど粉雪状態となる。そのた

めに、降雪量にもよるが、風のない時の降雪に

よる視程への影響は、風のある場合と比べると

大きく異なっている。また、降雪がなくとも、

降った雪がその後の強風により降雪と同じよう

な地吹雪と呼ばれる状態になる場合もある。こ

のために、実験開始時には降雪量、風速が天候

要件としては重要であると考えられ、これらの

データとの相関について考察を行った。また、

メテオi-NETサービスから入手した天候データ

は独自フォーマットになっており、読み取りツ

ールも提供されていたが、非常に不便であった

ために、独自のツールも開発を行ったことを付

言しておく。一方、接続率については、図18と

同じく、赤が稚内高校との、黒が商工高校と稚

内北星との接続率を表している。

なお、図2に示したように、稚内北星～商工高

校間は約1kmであるのに対して、稚内北星～稚

内高校間はその2倍の約2kmの距離にある。通

常、無線LAN、レーザを問わず、エネルギー損

失は距離の2乗に比例する点、同等の降雪ならば

直線視界は距離に比例する点を考慮すると、稚

内北星～稚内高校間には商工高校よりも3倍強の

困難性があると推測できる。図19では、13時前

から急速に接続率が落ち、17時以降に一時的に

回復するが、再び悪化している様子が見て取れ

る。ここでのポイントは、降雪は15時のデータ

では0mmとされているが、恐らくは観測地点の

問題であり、この時点ではある程度の降雪と同

時に風の影響によって切断しているものと思わ

れる。次に図20は稚内高校と商工高校との違い

を如実に表していると言える。朝から昼にかけ
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図18 レーザ無線接続率
図19 接続率と気象状況（2001年3月4日）

図20 接続率と気象状況（2001年3月7日）
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てかなりの降雪があったことが、9時の時点での

天候データから読み取れるが、9時から15時にか

けては累計10mmとやや降雪が衰えたものと思

われる。これを反映して商工高校との通信は50%

前後に回復しているが、稚内高校との通信は0%

に落ちたままである。さらに、興味深い点は、

15時から21時までの累計では同じ程度の降雪が

あったのにもかかわらず、通信が全般的に回復

している点である。こうした結果から、実は昼

の15時前後の時点では降雪量的には低い水準に

落ちていたのだが、朝の時点での降雪のために

その後も風速10m前後の風の影響で地吹雪状態

になっていたことが分かる。実際、視程データ

を見るならば、夜9時の時点までにそれまでの

1kmを大幅に下回っていた視程が1km前後に回

復していることからも、こうした状態は読み取

れる。

このようなデータから、商工、稚内高校と稚

内北星間のレーザ接続は無線LANを併用する形

へと改良を行った。図21は、この翌年に採取し

た無線LANやレーザを交えた天候・接続率であ

る。この日は一日中コンスタントに10mm程度

の降雪が観測されているが、風のためにレーザ

での接続率が変化している様子がはっきりと見

て取れる。一方、こうした状況にもかかわらず、

無線LANでの接続には大きな変化は観測されて

いない。もっとも、無線LANであっても降雪な

どの影響はもちろんある程度受けるのだが、通

信2地点間での降雪や降雨などよりも、通信機器

の周囲の状況などの方が多大な影響を及ぼす。

例えば、本実験に先立つ稚内北星での実験では、

春先の水まじりのべた雪のために平面アンテナ

の前面が覆われ、完全に通信が途絶したことが

あった。また、本実験においても、平面アンテ

ナは先のような問題を有するために、実験初期

に平面アンテナを設置する場合には必ず屋内に

設置し、ガラス越しに通信を行うようにしてい

たが、東中ではこのガラス窓に雪が付着し、通

信が妨害されることがあった。通常、人が生活

している部屋の場合には暖房などによりこうし

た付着はそれほど発生しないのだが、東中では

ハブ局である商工高校との位置関係上、人気の

ない部屋に設置したために、こうした問題が発

生したのであった。その後、無線LAN装置のア

ンテナは平面型から八木アンテナ型へと主流が

移行したために、屋外に設置してもこうした問

題は発生しづらくなっている（東中学・商工高校

の無線LAN接続データがほぼ稚内北星～商工高

校間のレーザ接続データに同期しているように

見られるのは、これが原因である）。ともあれ、

無線LANは降雪時にも比較的耐性が高く、レー

ザ接続が断絶していた場合においても、通信経

路を無線LANに切り替えるならば問題がないこ

とがこのデータによって示され、接続的にはい
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かに安全かつ素早く、レーザから無線LANへと

切り替えるかという技術的問題となった。こう

した自動的な接続切替えのために、4.3.2で述

べたようにOSPF（Open Shortest Path Fast）によ

る動的ルーティングを、商工高校、稚内高校、

稚内北星の間に導入したが、実際にはOSPFであ

ってもある程度の接続断を検知してから経路を

変更することとなる。したがって、素早い検知

が望ましいが、一方、素早い検知は一時的な通

信回復をも「素早く」検知してしまい、そのため

に結果的には誤検知となることが憂慮された。

このために、まず検知時間を短くする実験を行っ

たが、当時のPCでの能力ではそうした設定には

耐えられず、OSがパニックで落ちることが判明

し、残念ながら検証を断念せざるを得なかった。

このように冬季の問題への対処には様々な問

題がありつつも、全体としては高速なネットワ

ークを年間を通じて維持している点は重要であ

り、レーザの弱点を無線LANなどの安価な装置

を用いて実用的なネットワークで補完し、安定

運用を行った例は全国的にも見られない。図22

は2002年の春の3か月間の接続率であり、暴風

雪の吹き荒れる2月から3月以降は比較的安定し

てレーザも稼動していることが見て取れる。

6.2.2 レーザ及び無線LANによる二重化の

ための設計

4.3.2、6.2.1で述べたように、冬季間にお

けるレーザ通信の問題を解決するために、レー

ザと無線LANによる経路の二重化を行った。こ

の二重化における設計上のポイントは以下の点

にあった。

二重化を行う地点は、稚内北星・商工高校・

稚内高校の3地点であった。そして、この地点間

での最大帯域を考えると、レーザ接続が最大に

稼動した場合一つの地点に200Mbps程度と見積

もることができる。次に、この実験ネットでマ

ルチキャストやIPv6などの様々な技術的な試み

を行う可能性を考慮すると、専用L3スイッチな

どでは対応できないことが明白であった。そこ

で、各ノードの接続ポイントと同じように、PC

によるルーティングを行うこととした。同時に、

上記の帯域に対する要請、更にはマルチキャス

ト（IPv4, IPv6）が多用される点などを考慮すると、

ノードの設備などの問題からそれぞれのライン

の分離は完全には行えないために、最低論理的

な分離を行う必要があった。結果として、帯域

のためルータ PCには PCI-X バスを装備し、

GigabitNICを搭載したものを選択し、分離のた

めTagging VLANを用いたL2での設計を行うこ

ととした。図23がその設計概念図である。当然、

PCルータはGigabitEtherに対応していると同時

に、VLANを直接取り扱えなければならないが、

幸い同時期にBSDにおいて、VLANへの対応が

なされ、事前実験でも動作が確認されていたが、

実際にはOSPFとマルチキャスト対応が十分にな

されておらず、設計当初の意図どおりに、この

二重化ラインが稼動し始めたのは同プロジェク

トの終了間際であった。

6.2.3 取り組めなかった課題

同プロジェクトのスタート当初においては新
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図22 2002年2月21日～5月21日を通じての接続率
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規的取組であったものの、その後類似実験が出

現したものや、いまだに新規的であるものも存

在する。本節では、同プロジェクト期間中に取

り組めなかった点について、簡単に紹介する。

気象問題については、筆者の専門外であった

ために、気象データと接続率との相関を十分に

研究するには至らなかった点が上げられる。特

に、降雪時の様々な問題は無線LANやレーザ通

信などの関係では既存研究が少なく、専門家と

の連携が欠かせない。この点で、筆者の一人（金

山）が稚内地方気象台で講演を行った際に、気象

官から幾つかの示唆を受けたが、それらを本研

究に生かすには至らなかった。それは、降雪量

にのみ我々は着目していたが、実際には降雪量

は6時間ごとのデータであり、接続率と比較する

にはいささか粒度が荒かったのである。一方、

降雨データは非常に細密にデータが採取されて

おり、降雪もまた降雨データに含められて採取

されている。もちろん、降雨量から降雪量への

変換が問題となるが、先の気象官によれば経験

的には地表温度で大体予測可能である点が指摘

された。したがって、接続率との関連で考える

ならば、降雨量・地表温度・風速の三重相関を

見ることによって、接続率について新たな知見

が得られる可能性がある。現時点までではこう

した分析にまで至っていないが、データ自体は

豊富に存在するので、いずれこうした問題に取

り組んでみたいと考えている。

次に、先に述べたように二重化が意外とOSカ

ーネルなどの関連では足かせとなった。筆者の

見通しの甘さであるとも言えるが、ようやく安

定して稼動し始めたので、マルチキャスト実験

などはこれからであると言える。PCルータによ

る接続は、その自由さが魅力であるが、専用機

器に比較すると安定性は見劣りせざるを得ない。

実験の本旨から選択した結果であるが、実験参

加者に対しては様々なご迷惑をおかけする結果

となった点は否めない。

6.3 低緯度オーロラ観測
同プロジェクトが始まった1999年当時は、太

陽黒点数が極大のころであったことから、低緯

度オーロラの発生を映像で常時監視する可能性

も検討した。稚内北星にネットワークカメラを
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設置し、夜間に宗谷海峡側（北側）の空を一定時

間おきに自動撮影してサーバに蓄積し、Webを

通じてインターネットに公開するための、基礎

的なテストと運用を行った。

6.4 稚内電波観測所における実験
パソコンや携帯電話を使った電子メールの普

及に伴い、電子メールのやりとりができる人と

そうでない人との間の情報格差（ディジタルデバ

イド）が顕在化しつつあった。そのため、情報機

器を使いづらいと感じる人にも容易に電子メー

ルの世界に参加してもらうための手段として、

「電子メール音声変換実験システム」を稚内電波

観測所に設置し、実験ネットを通じた利用実験

を試みた。

このシステムは、グループウェアにおけるメ

ールシステム用に鉄道情報システム株式会社が

開発した「メールキャリア」を、SMTPにより動

作するように改造したもので、Windows NT上

に構築したインターネットメールサーバに、合

成音声による本文読み上げ機能と、電話の着呼

及びDTMF信号（プッシュトーン）によるユーザ

認証機能を搭載したものである。利用者が必要

に応じて実験システムに電話をかけることによ

り、メールサーバの自分のアカウントあてに届

いた電子メールの内容を、電話を通じて合成音

声で聞くことができる（プル型サービス）。また、

特定のマークを付けた電子メールが届くと、た

だちに実験システム側から利用者に電話がかか

ってきて、電子メールの内容を音声で聞くこと

ができる（プッシュ型サービス）。かかってくる

利用者側の電話番号は、電話経由で登録変更で

きる。

本システムは、視覚障碍者が利用するような、

電子メールのクライアントソフトに音声読み上

げ機能を搭載したものとは異なり、メールサー

バに音声読み上げ機能を搭載したものであり、

パソコンや携帯電話のような情報機器を使わな

くても、一般の電話機や公衆電話からサーバに

電話をかけて、電子メールの内容を耳で聞ける

点に特長がある。

このシステムを準備し、2001年夏の稚内電波

観測所の施設一般公開において実験参加者を募

ったが、応募者は皆無であった。そうこうして

いるうちに、iモードをはじめとする携帯電話の

電子メールが急速に普及し、本システムの開発

の動機となったディジタルデバイドが、あまり

問題にならなくなってしまった。

本システムのようなサーバ型サービスは、個

人あてメールの読み上げ装置としてでなく、電

子メールによってテキストベースで手軽に情報

登録できる簡易なテレホンサービスとして活用

するほうが有効と考えられる。例えば、雨天の

恐れがある場合に、学校の遠足が実施か延期か

のアナウンスを教師が当日朝にパソコンから電

子メールで本システムに送り、保護者は電話を

かけて音声で確認するといった利用法が想定さ

れる。

6.5 接続校による評価
同プロジェクトの成果を考える上で、実験参

加者である接続校による評価は重要である。そ

こで、有限会社ビーエスネットワークの協力に

より、同プロジェクトにより新たに接続された

五つの中学校に対してヒアリング調査を行うこ

とにした。調査時期は2004年2月から3月にかけ

てで、回答者は、各校でネットワーク管理に携

わっている教師である。質問項目は、授業及び

授業以外での活用法、利用頻度、天候と接続不

具合との関連性、校内ネットワークの管理体制、

その他とした。ヒアリング結果を表1に示す。

ヒアリング結果によると、各校の活用法につ

いては、情報発信よりも情報収集のツールとし

て活用されている傾向がうかがえる。電子メー

ルについても、各校のルータPCが持つメールサ

ーバの機能を使わずにWebメールサービスを使

っている傾向があることが分かった。今後は実

験ネットを情報発信のツールとして活用してい

くための支援策を講じる課題が残されている。

また、遠隔授業など接続校間での利用はまだ確

立されていない。これらの課題は、同プロジェ

クトの第2フェーズとして位置付けていたアプリ

ケーション開発の中で検討していく必要がある。

各校の利用頻度は概して高く、実験ネットが

授業で欠かせないツールになっていることが示

されている。そのため、接続の安定性に対する

不安を訴えている学校が多い。接続に不具合が

生じた場合、現状では筆者の一人（金山）又は所
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属ゼミ学生によるボランティアでのオンデマン

ド対応になっており、管理体制の確立が急務で

あることが示唆された。実験ネットの拡充によ

って接続機関が増えたこともあり、草の根的な

実験フェーズから、責任ある管理体制を持った

実運用のフェーズへと移行すべき時期に来てい

ると考えられる。ただし、宗谷中学校を除く4校

については、ADSLなど安価な商用回線の利用が

可能な稚内市街地に立地しており、実験ネット

に頼る必要性が薄れてきている。安定運用に係

るコストを勘案して、今後の実験ネットを位置

付けていくべきものと思われる。
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表1 接続中学校に対するヒアリング結果

授業での活用法 授業以外で
の活用法

利用頻度 天候と接続不具合
との関連性

管理体制 気づいたこと及び要望

1～ 3年生とも必
ず使用
（課題等もメール
で配布）

教師が検索
等に使用。
yahoo!など
のWebメー
ル を 使 用
し、実験ネ
ットドメイン
のメールは
使用せず。

毎日 吹雪の日は厳し
い。しかし、年々
よくなってきた。
2003 年はほぼ支
障無かった。経路
途中の学校（稚内
高校）における工
事の際に止まった
ことはあった。天
気が悪いとつなが
らないこと等、生
徒も事情を知って
いる。

1 人の教師
で担当。不
具合の切り
分けもその
教 師 が 担
当。しかし、
2004年度か
らは 3 名体
制となる予
定。

１．ルータマシンのOS
がFreeBSDなので分
からない。講習会をし
てほしい。
２．速い回線で良かった。
３．バックアップ回線が
あった方がよい。
４．生徒たちで共通のコ
ンテンツを作って発表
する場にしたい。稚内
北星から出張講習があ
るといい。

技術家庭や総合学
習でのIT（3年）、
社会での調べ学習
（1年）、クラブ等

教師による
Web検索等

授業の流れ
で、必要な
時は集中し
て使用。ク
ラブでは週
3回

吹雪の時はダメ。
夏の天気がよいと
きに止まったこと
がある。（稚内商工
高校側の工事？）

教師1名。
不具合時は
稚内北星に
電話で応援
要請。

稚内北星の金山教授、ゼ
ミ生にはお世話になった。
このまま、機器も人材も
継続してほしい。生徒会
などで、他の学校と交流
のためにテレビ会議のよ
うなことをしてみたい。

社会、理科の調べ
学習、技術の中の
情報、クラブ活動
等

教師による
Web検索等

1年に 25時
間

一昨年位は吹雪の
ときはダメだった
が、昨年からの今
シーズンの冬にか
けては問題なかっ
た。

教師3名。
不具合時対
応も同上

１．安定した回線を望む。
２．ルータが FreeBSD
のため操作できない。
３．サブドメインのこと知
らなかった。どう活用
できるのか分からない。
４．テレビ会議のような
ことをやりたい。

社会の調べ学習、
数学の空間図形の
シミュレーショ
ン、総合学習、修
学旅行先の自主研
修の下調べ、等各
学年で使用

教師による
W e b 検 索
等。一部の
教師が実験
ネットドメイ
ンのメール
を使用

週3回以上。
10月～ 3月
はほぼ毎日
使用

（光ファイバー使
用のため無関係）

教師 2 名体
制。不具合
時対応も同
上

回線が止まりすぎる。信
頼性がない。授業ができ
ないこともあった。ＡＤ
ＳＬなどの、別回線も利
用していくなどの方法も
考えていかなければいけ
ない。

社会、理科等の調
べ物、水産の発表、
１年生の技術の情
報授業、ポスター
作成

教師全員が
天 気 の 検
索、教材等
の検索に使
用

必要な時間
のみ

天候はあまり気に
ならない。

教師3名
（うち1名は
教頭）で担
当。不具合
時も 3 人で
対応

１．マシンがFreeBSD
なので分からない。
２．Webの更新が不安。
３．無線LAN装置がハ
ングアップすることが
ある。装置は冬期間に
人の入るのが困難な場
所にあり、自動で切り
替わるバックアップ回
線があった方がよい。

稚
内
中
学
校

稚
内
東
中
学
校

稚
内
南
中
学
校

潮
見
が
丘
中
学
校

宗
谷
中
学
校



天候と接続不具合との関連性については、当

初は不安定だったのが徐々に安定してきた傾向

が示されている。これは6.2.2で述べたように、

2002年に実施したハブ局（稚内北星、稚内高、商

工高）のトライアングル化と二重化が特に効果的

だったと推察される。天候に対する無線LANの

脆弱性については、最も条件が厳しいと思われ

る宗谷中学校でも問題になっていないことから、

さほどの懸念はないものと考えられる。

管理体制その他について、ルータPCのOSが

FreeBSDであるため操作できないことへの不満

が予想外に多かった。このことは、ルータPCの

管理を行っていく意欲が各校にあることを示唆

している。接続校に対して、単なるユーザでな

く実験ネットの構築に積極的にかかわる実験参

加者という意識を持てるようにした配慮はうま

くいったものと考えられる。今後は各校の管理

者に対するFreeBSDに関する教育や、FreeBSD

以外の管理容易なOSによるルータの構築の可能

性についても検討する必要がある。

7 今後の課題

実験ネットに使用していた機材は、CRLと稚

内北星との共同研究終了後も現地において引き

続き実験に活用される予定である。本章では、

実験ネットの今後に関して残された課題につい

て述べる。

7.1 実験の課題

6.2.2で述べたように、二重化がようやく安

定稼動をし始めたことにより、どのようなマル

チキャストルーティングアルゴリズムが適して

いるかを実験的に検証することが可能となった。

こうした実験は通常安定的なネットワークでは

行われ、一定の結論が得られているが、本ネッ

トでは違った結論が得られるかもしれず、興味

深いと思われる。同時に、こうした実験はIPv6

などの新しいマルチキャストルーティングアル

ゴリズムを考える上でも重要である。

7.2 施設の課題
現在、実験ネットの無線LAN装置の多くは、

IEEE802.11b規格準拠のものを使用している。こ

れをIEEE802.11g対応の装置に取り替えることに

より、アンテナは現状のままでスペック上は

11Mbpsから54Mbpsに増速が可能と考えられる。

実験ネットの拡張については、同プロジェク

トの第1フェーズで当初の目標範囲を一応達成し

たものの、広域過疎地域を対象としたプロジェ

クトであることから、今後更に近隣の島嶼に向

けて接続対象を広げることは、検討の価値があ

る。その一つとして、稚内市から見通せる利尻

島まで伸ばすことが考えられる。調査の結果、

モトローラ社製の5GHz帯の無線装置を使用する

ことにより利尻島までの接続が可能な見通しが

得られているが、この装置はユーザ免許が必要

なため、手続き上の調整が必要である。一方、

2004年度中には利尻島でもADSLサービスが開

始されるとの情報があり、その場合は礼文島な

どに対象を変更することも考えられるが、一般

に稚内のすべての地域にADSLなどがサービス

されるとは考えられず、僻地校が常に存在する

ことを考えると、無線を用いたネットワーク構

築の重要性は変わらず、本実験ネットの意義も

同様であると思われる。

7.3 他計画との関連
同プロジェクトが開始された当初は、稚内市

内で安価に利用できるインターネット回線は

ISDN（64kbps）までであったため、稚内北星経由

で高速な回線を各学校で利用できたことは、そ

れだけでも意義があった。その後、自治体によ

る地域行政イントラネット及び教育委員会によ

る学校ネットワークの整備計画が進んできた。

そのため、実験ネットは今後、自治体あるいは

教育の行政ネットワークとの関係を位置付けて

いく必要がある。

稚内市は、稚内市地域イントラネット基盤整

備事業として、2000年度に旧郵政省の補助を受

けた第1次事業及び2002年度に単独事業として

第2次事業を行い、市役所、教育委員会、保健福

祉センターの三つの拠点施設と23の施設とを結

ぶネットワークを構築した。そして2005年度ま

でに第3次事業として、市内幹線の光ファイバ網

の整備、市内公共施設30か所、5小学校、4中学

校の接続、公共端末17か所の整備が計画されて

いる。第3次事業において接続対象となっている
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中学校は、いずれも実験ネットによって既に接

続されている機関である。実験ネットの存在は

稚内市側に認識されており、実験ネットの取組

は稚内市における地域情報化の取組の一つとし

て紹介されている［10］。しかし、本実験ネットと、

第3次事業により整備される予定のネットワーク

とは、現在のところ関係が整理されていない。

草の根的な取組と行政の動きとの連携は一般に

困難であるが、実験ネットの今後の活用策につ

いて稚内市と調整し、二重、三重の公共的整備

がなされる無駄を回避することが望まれる。し

かし一方では、実験開始から5年が過ぎた実験ネ

ットには、機器の寿命の問題が生じ始めている。

プロジェクト期間中に故障した機器は既に幾つ

かあり、レーザ装置の光源電球は交換すべき時

期に来ている。実験ネットの今後の活用策を検

討する中で、機器の更新に係るコストの見積り

に留意すべきである。以上の背景を踏まえ、現

在、稚内市などと実験ネットの将来及び故障時

などの経費負担について既に協議中である。

一方、すべての道立高校は道によって整備さ

れた独自の道立高校ネットワークに、現時点で

も既に接続されている。ただし、そのネットワ

ークがいささか利用者に不評であるために、稚

内高校・商工高校共に現在も実験ネットへの接

続をメインとしているが、Bフレッツなどが稚内

にも普及すれば、先に述べたように各中学校が

実験ネットに所属する意義は低下せざるを得な

いだろう。もっとも、実際には、実験ネットは

地域的には十分な認知を受けているために、物

理的離脱が論理的離脱を即座には意味せず、当

面はそうした独自接続をした上でも、論理的に

は稚内北星を中心としたネットに参加するよう

な枠組みが構築可能であると思われる。

7.4 アプリケーション実験
コミュニティテレビあるいは遠隔授業に活用

するために当初の実施目標の一つに据えていた、

マルチキャスト放送実験は、未着手の課題とし

て残されている。計画では、各接続校にビデオ

カメラとMPEGサーバを設置し、稚内北星で使

用しているMPEG4マルチキャスト放送サーバを

用いて放送を行うものである。これを接続校間

のコミュニケーションツールとして位置付け、

生徒同士のほか教師同士の情報交換手段として

利用することを想定した。また一部の接続校は

独自の映像作品を制作しているところもあるの

で、それらを放送コンテンツとして活用できる

と考えている。

この実験を現在まで実施できなかった主たる

原因は6.2.2で述べたが、現在では解決してい

る。一方、実際の配信に伴うポリシーや運用方

針については今後の課題であり、これを検討し

判断する場が必要になる。

7.5 無線LANの安定運用
接続校へのヒアリング結果によると、天候と

接続安定性との間に強い相関は報告されなかっ

たが、2.4GHz帯を使用した無線LANの接続安定

性は、アンテナに付着した水分によって左右さ

れることが知られている。水分を多く含んだ雪

が降ると、その雪がアンテナに付着し、電波を

吸収するため感度が低下する。アンテナのエレ

メントではなくカバーに付着した場合でもある

程度の影響が出ざるを得ない。稚内市は風が強

く雪が飛ばされ、また気温も低いため、水分の

多い雪が降ることは少ないが、降った時には一

度付着した水分の多い雪が、その後に凍り、そ

の上にまた雪が付くということが起こることが

ある。アンテナを設置する際には、設置場所や

方法を十分に検討する必要がある。

また2.4GHz帯の無線LANは、使用できるチャ

ンネルが限られているため、最近は稚内市街地

でも電波干渉が起こるようになってきた。一般

家庭のブロードバンド化が進み、ワイヤレスル

ータが普及してきたことや、企業のビル間通信

や、ISPが無線でのサービス提供を開始したこと

等が主な原因と思われる。ユーザ免許が不要な

無線LANでは、利用者の規制ができないため、

今後この状況は一層進むと思われる。幹線ルー

トに無線LANを使う場合は、干渉が少ない別の

周波数帯（例えばIEEE802.11a規格準拠の5GHz

帯など）を検討すべきかもしれない。

もう一つの問題は、現在使用している無線

LAN装置について、原因は不明だが時々ハング

アップする点が挙げられる。個体差はあるが、

おおむねどの装置についてもハングアップを起

こすことが確認されている。多くの場合、電源

情報通信研究機構季報Vol.50 Nos.1/2 2004



をリセットするだけで復旧する。本実験ネット

のように広域なネットワークになると、中継装

置を設置する必要があり、その設置場所は無人

あるいは高所など、メンテナンスが難しいとこ

ろも少なくない。そのような場合、電源のリセ

ットだけでも復旧に時間がかかることになる。

ネットワークの疎通を監視して電源をリセット

する機構や、あるいは1日1回は自動的に電源を

リセットする機構の導入を検討する必要がある

かもしれない。

7.6 先進的な取組へ
既に幾つかの節で触れたが、現在のインター

ネットは早晩IPv6へと移行せざるを得ない。こ

れは好むと好まざるとにかかわらず、世界的規

模で見た場合にはIPアドレスは決定的に不足し

ており、新たな南北問題とも言える状況に陥っ

ているからである。また、IPv4アドレスを多数

所有し、IPv6に対して比較的に緊急性を認めて

いなかった米国においても、政府ネットがIPv6

採用を期限を切って明示したために、今後急速

に進むと思われる。我が国は比較的にIPv6に熱

心であり、多くのISPでIPv6接続が可能になり

つつあるが、IPv6自体がまだまだ多くの発展の

余地と未解明の部分を持っている。これまでに

も述べたように、実験ネットで多くのルータが

PCルータとして構築されているのには、こうし

た新しい技術に自由に取り組むためであった。

プロトコルの開発と平行して、今後IPv6を実験

ネットに導入していく予定である。

同時に、筆者の一人（金山）のグループでは

MPLS（Multi Protocol Label Switching）を用いた

接続実験を、道内の大学・機関と協力して行い

つつある（北海道広域高速学術ネットワーク、

NORTH boreo［11］）。MPLSは理念的にはIPとは

無関係に、論理階層的にはlayer2.5の技術として、

歴史的にはATMの改良・発展あるいは失敗に学

んだものとして、それ故にIPルーティングの負

荷を改善するものとして登場している。このよ

うな特徴から、当然IPv6との関連も今後の重要

な問題であり、単なる実験に留まらないものと

して、期待されている。

8 まとめ

稚内地域実験研究ネットワークプロジェクト

を推進してきた5年間に、情報通信ネットワーク

を取り巻く環境は大きく進歩した。都市部では

ADSLやFTTHの普及により、家庭でもブロー

ドバンドの利用が当たり前になった。政府のe-

Japan重点計画の策定や、文部科学省と総務省に

よる学校インターネットプロジェクトの推進な

ど、情報通信ネットワークの普及促進が国を挙

げて行われる状況になっている。その一方で、

広域過疎地域におけるブロードバンドの利用は

相変わらず困難である状況は変わらない。同プ

ロジェクトにおいて行ってきたような、無線装

置により自営ネットワークを構築・運用するこ

との、コスト面での優位性は減っていないと考

えられる。今後は、同プロジェクトで得られた

知見を、他の地域ネットワークの構築に生かし

ていくことが重要である。
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付録１　同プロジェクトに関する学会発表

滝澤修，斎藤義信，丸山不二夫，“北海道稚内市における実験研究用高速ネットワークの構想について”，電子情報通
信学会通信ソサイエティ大会，B7-12，1999年9月．

金山典世，丸山不二夫，植田龍男，坂本寛，佐賀孝博，姫宮利融，藤木文彦，門間穣司，斎藤義信，“無線LANを
用いた広域教育用ネットワークの構築”，平成11年度情報処理教育研究集会（文部省，東北大学），pp.112-114，
1999年11月．

金山典世，丸山不二夫，植田龍男，坂本寛，滝澤修，斎藤義信，“光および無線を主体とした地域の教育用ネットワ
ークの構築”，北海道地域インターネット協議会，NORTH 2001 Internet Symposium，*01，2001年3月
27日．

南雄介，幅口晋太郎，古屋武，金山典世，“地域ネットワークの構築と無線ネットワークの問題”，日本ソフトウェア
科学会第4回インターネットテクノロジワークショップ（WIT2001），SP-3，2001年9月7日．

柳田裕介，佐藤勉，金山典世，“無線を主体とした地域ネットワーク上におけるマルチキャスト放送”，日本ソフトウ
ェア科学会第4回インターネットテクノロジワークショップ（WIT2001），SP-4，2001年9月7日．

金山典世，坂本寛，滝澤修，“無線を主体とした教育用地域ネットワークの構築とマルチキャスト放送”，2001年
度情報処理教育研究集会，2001年10月13日．

付録２　同プロジェクトによる卒業研究

南雄介，“地域ネットワークの構築と無線ネットワークの問題　SSHによる暗号化通信とフィールドワーク”，
2002年2月．

幅口晋太郎，“地域ネットワークの構築と無線ネットワークの問題　接続監視”，2002年2月．

古屋武，“地域ネットワークの構築と無線ネットワークの問題　天候による接続への影響”，2002年2月.
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